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１．第３部会の検討テーマについて 
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平成 24 年 5 月 30 日 

第３部会の検討テーマについて 

 

 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

他分野との共通課題（例示） 

 
 
 
 
 
 

・多世代が交流し、支えあう新たな住宅施策      ・だれもが移動しやすいまちづくり、交流が進むまちづくり 

・在住外国人の支援のあり方               ・貧困への対応 

 

≪職場・学校≫      ★学校    ★働くこと・就労支援 

≪地域社会・環境（くらしやすさ）≫ 

★サービス基盤     ★相談      ★権利擁護      ★見守り・支えあい    ★参加の場・機会、居場所 

★住まい・居住      ★男女共同参画     ★ユニバーサル・デザイン      

≪家庭（個人）≫ 

★子ども・家庭支援     ★引きこもり・自立   ★健康危機管理    ★こころとからだの健康づくり（疾病・障害・健康づくり） 

第 2 回第 3 部会資料 課題のマトリックスによる共通課題 

 

 

○ 担い手・市民性の養成（役割分担） 

 

・どのような人たちが地域づくりの支え手になるのか、どのように育てるのか。また、「地域」とはどのような範囲を指すも

のなのか 

 

・区民（本人及び家族）、事業者、地域、行政が解決すべきことの役割分担はどのようにあるべきか 

 

・人生 100 年時代のライフスタイルのありかたをどのように考えるか 

 

・誰もが地域で暮らせる社会システムをどのようにつくるか 

 

○ 権利擁護（災害弱者の視点） 

 

・ＤＶや虐待の防止など権利擁護のため、どのように取り組むのか 

 

・首都直下型地震に対する減災・復興まちづくりを考えることで、子ども・若者・女性・高齢者・障害者・外国人等が安心

して暮らせる地域づくりが進められるのではないか 

 

 

主な論点 

 部会で共有した今後の検討課題 

 

・望ましい人口規模と人口構成                 ・財政状況を考慮した政策の優先順位 

・健康寿命が延びていない状況                 ・自殺について 

・家族機能、家族構成の変化、少子高齢化          ・社会制度の変化の取り込み方 

   ・支援が必要な人達への対応 



 

 

世田谷区の人口の推移と将来推計 

 
世田谷区は都心に近いうえ、交通の便のよい良好な住宅地としての性格が強く、急激な勢いで人口が増加してきたが、昭和の

終わりからは減少傾向にあった。しかし、平成８年からは再び増加傾向に転じている。今後、平成 44 年頃まで人口が増加する

と推計される。 
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※平成 23 年までは実数（各年 1 月 1 日の住民基本台帳人口および外国人登録人口の計） 
平成 24 年以降は推計（「世田谷区将来人口の推計《速報版》」（H23.12）） 

最大人口 
平成 44 年 
876,138 人 

平成 23 年 
852,117 人 

世田谷区の人口の推移と将来推計 人 

基本構想審議会第３部会（H24.5.30） 

参考１ 

基本構想審議会（第 1 回） 
資料 10「世田谷区の現況説明資料」より 



 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平 成 2 4 年 1 月 

世 田 谷 区 

 
 

世田谷区中期財政見通し 

   （平成 24 年度～28 年度） 

基本構想審議会（第 2回）資料 6より 

基本構想審議会第３部会（H24.5.30） 

参考２
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１ 「中期財政見通し」の位置づけ 

この中期財政見通しは、｢世田谷区の将来像」を描く「基本構想」及び「基

本計画」の策定を進めるにあたり、将来ビジョン実現の基礎となる財政運営

や行財政改革などの検討に資するため、現行制度や計画のもとでの当面の財

政収支を推計したものである。 

今後、基本計画等の策定の中で検討される、将来の人口動態や区の政策展

開、大規模プロジェクトへの取り組み等の方向性を踏まえ、諸条件の修正を

行うとともに、国における経済見通し、税と社会保障の一体改革等の影響を

踏まえ、基本計画等の策定とあわせて、改めて中期の「財政計画」を策定す

る。 

 

２ 「中期財政見通し」の期間 

平成 24 年度から 28 年度までの 5年間 

 

３ 財政収支の推計方法 

 

経済見通し（※）については、内閣府の「経済財政の中長期試算」（平成 23 年 8

月 12 日）に示された慎重シナリオを採用した。 

新たな「実施計画」（24～25 年度）を始めとして、「子ども計画後期計画」等

に基づき、見通せる諸施策に係る経費について反映するほか、「公共施設整備方

針」、「新たな学校施設整備基本方針」等により、計画的に公共施設の改築・改

修を進めることを想定した。 

都市基盤整備や世田谷みどり３３の推進については、都市計画事業等、現在

事業化されているものや事業化が予定されているものについて、事業額を反映

した。 

生活保護費や自立支援給付費、国保事業会計等への繰入等の社会保障関連経

費については、高齢化の進展の状況やこの間の伸び率を踏まえ、今後も増加す

ることを想定した。 

 

（１）歳入の予測 

① 特別区税 

特別区民税は、国の経済見通し等に基づく一定の条件のもとで、今後の

税収見込みを推計した。近年、国の経済成長や区の生産年齢人口の増加に

かかわらず、世田谷区における区民所得や納税者数が減少する状況があり、

こうした傾向を踏まえて区民所得等の伸びを推計するとともに、税制改正

に伴う増を見込み、特別区民税の増加を想定した。 
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② 特別区交付金 

特別区交付金は、調整税である市町村民税法人分や固定資産税の税収動

向、交付金算定の基礎となる基準財政収入額・需要額の一定の試算に基づ

き、今後の見込みを推計した。 

これまでの都市計画事業経費に対する需要額の算定（事業後 4ヵ年に分

けて算定）が減少するものの、保育園運営費等の扶助費等の増加が反映さ

れることを想定し、一定の増加を想定した。 

 

③ 国・都支出金 

予定されている主な補助事業について、その事業費の見込みに応じ増減

を推計した。 

 

④ 繰入金 

特定目的積立基金からの繰入れについては、各種事業の計画等に基づい

て繰入れを行う。基金残高を確保するため、平成 25 年度以降について、

42 億円を繰り入れの上限とし、逓減させる設定とした。財政調整基金につ

いては、繰入れ抑制方針のもと、繰入れを想定しない。 

 

⑤ 特別区債 

特別区債については、適債事業に対し、今後の起債残高が逓減する規模

（平成 25 年度以降、60 億円を上限）で充当することを想定した。 

 

（２）歳出の予測 

① 人件費 

「定員適正化計画」により、一定の定数減を見込むとともに、退職手当

の増減などを反映した。 

 

② 扶助費 

社会保障制度については、今後、制度改正が想定されるが、現行制度を

前提にこれまでの増加実績や、施設計画による保育、障害者施設等の増加

に伴う経費の増を踏まえ推計した。 

 

③ 公債費 

既発行分の特別区債の償還に、新規発行分（平成 25 年度以降は毎年度

60 億円の発行を想定）の償還を加え、所要の元利償還見込額を推計した。 

起債抑制の結果、27 年度以降、償還額は減少するものと想定した。 
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④ 投資的経費 

都市基盤整備や更新時期にある公共施設改築・改修に要する経費を中心

に、現行の施設計画等に基づいて推計した。 

学校改築経費、公園用地買収費、再開発補助金等は、事業計画により年

度間の増減が生じる想定としている。 

 

⑤ その他の行政経費 

国保、介護、後期高齢事業会計繰出し金については、増加が続くことを

想定した。 

電算経費や事業委託費等を含む物件費、公共施設の維持管理費経費等に

ついては、毎年度の見直しにより、縮減を図ることを前提に推計した。 

 

 

４ 今後の財政運営の基本的考え方 

 

○ 区の基幹的な収入である特別区税や特別区交付金の大幅な増収が見通せな

い一方で、保育サービス拡充にかかる経費や、国民健康保険や介護保険給付

費、自立支援給付費等、社会保障関連経費の確実な増加が見込まれる状況と

なっている。 

都市基盤整備や、老朽化の進む公共施設の改築・改修についても、災害に

強い街づくりや、将来世代に対して、優良なストックを維持していく観点か

ら、計画的な取り組みが求められている。 

こうした行政需要を踏まえた結果、現時点での歳入見通しに対し、各年度

とも財源不足が生じる状況となっている。 

 

○ 今後、委託料や電算経費など、歳出の中で固定化されつつあった経費につ

いて、継続して検証を行い、歳出構造の見直しを進めるとともに、「行政経営

改革計画」に基づき、人件費の抑制、税外収入の確保等に取り組むとともに、

社会環境の変化を踏まえた行政サービスの見直しにも取り組み、歳出の削減

を進める。 

また、効果的な公共施設の更新を進めるため、営繕コストについても、標

準仕様書の策定や VE の実施等により、縮減を進める。 

 

○ この「中期財政見通し」では、当面の財源不足に対し、さまざまな行財政

改革に取り組み、その解消に努めるとともに、基金の活用については、最小

限度の活用にとどめ、将来の財政需要に応えられるよう、財政運営の持続可

能性の確保を目標とした。 
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起債については、プライマリーバランスが黒字の水準を維持し、27 年度に

は、起債残高が、500 億円台となることを目標とした。 

 
 
 
※ 経済見通し 

＊1 平成 23～24 年度･･･平成 24 年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度

（平成 23 年 12 月 22 日閣議決定） 

＊2 平成 25 年度以降･･･経済財政の中長期試算（平成 23 年 8 月 12 日内閣府）に

おける復旧・復興のための時限的財源措置の期間を 10 年と想定した場合の慎重

シナリオ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  23 年度 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度  

実質成長率 △ 0.1 2.2 1.2 1.2 0.9  0.9  

名目成長率 △ 1.9 2.0 1.4 2.2 2.2  1.4  



５　中期財政見通し（平成２４～２８年度）
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６　基金残高の将来見込み

（１） 基金残高の推移・将来見込み

（２） 基金繰入金の推移・将来見込み

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

71億円 117億円 162億円 133億円 94億円 42億円 35億円 25億円 25億円 

23億円 23億円 75億円 106億円 

※基金繰入金予算額：22年度まで最終補正後予算額、23・24年度は当初予算額、25年度以降は見込み額。
※基金繰入金決算額：23年度については、最終補正後予算額。

 基金繰入金
 予算額

 基金繰入金
 決算額

当初予算における大幅な抑制

182 183 184 185 171 171 171 171 171

82 82 82 63
48 38 23 23 23

459 442
373

290

227
195

175 150 125

0

100

200

300

400

500

600

700

800

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

（億円）

特目基金

減債基金

財調基金

722億円 707億円 640億円 538億円 446億円 404億円 369億円 344億円 319億円 

３か年で121億円の繰入れ

（補正後）
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　　７　特別区債の将来見込み

75,223
73,850

70,164

61,139

57,381

10,8529,855 9,558 10,145

12,949
10,645

7,273

67,106

56,933

6.0

4.0

7.3

6.0

5.6
5.25.2

0

10,000

20,000

30,000

40,000
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60,000

70,000

80,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

元
利
償
還
額
と
年
度
末
残
高

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0

12.5

公
債
費
比
率

元利償還額
年度末残高
公債費比率

（百万円） （％）

〈試算条件〉

１　起　債　額：22年度は決算額を、23年度は第2次補正後予算額を、24年度は当初予算額
　　　　　　　　をそれぞれ用い、25年度以降は毎年度60億円（長期・短期各30億円）と
　　　　　　　　想定しました。

２　元利償還額：24年度までは借換えを除く実償還額。22年度以前起債分は借入条件に基づ
　　　　　　　　く償還予定額を用い、23年度以降新規起債分は、長期を1.7％・3年据置含
　　　　　　　　む20年元利均等償還、短期を0.7％・5年満期一括償還と仮定しました。

３　公債費比率：財政規模に対する公債費の割合。22年度は決算数値を、23年度以降は元利
　　　　　　　　償還額を除いて22年度決算数値を用いて試算しました。
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区の主要な収入源の税収、特別区交付金の減少 
特別区民税、特別区交付金収入は、近年の景気動向等を反映して落ち込み、基金（貯金）の取り崩しと起債（借金）で財源不足を

補っている。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
・歳出の図表（内訳、歳出の構成比の年次変化、基金・区債残高） 
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財源不足対応 
 193 億円増 

億円 

… 基金（貯金）取り崩し・特

別区債（借入）の合計 億円 

収入の減少を補うために基

金（貯金）の取り崩しと特別

区債（借入）が増加している。

特別区税・特別交付金は、区

の収入の６割（23 年度）を占

める。 特
別
区
税
・ 

 

特
別
区
交
付
金 

貯
金
取
り
崩
し 

と
借
入 

… 特別区税・特別区交付金の

合計 

基本構想審議会第３部会（H24.5.30） 

参考３ 

基本構想審議会（第 1 回） 
資料 10「世田谷区の現況資料説明」より 



世田谷区の予算　主な項目別推移（平成元年度～平成２４年度）
※平成元年度決算額を100とした場合の各年度の決算額（H23は最終補正後予算額、H24は当初予算額）の指数を表しています。

特別区税の推移（平成元年＝100の場合）
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～Ｈ11　　 都：区＝56：44
Ｈ12～18　都：区＝48：52
Ｈ19～　　 都：区＝45：55

減税補てん債
132億円

減税補てん債
115億円

減税補てん債
135億円

児童福祉費

社会福祉費

減税補てん債255億円
（うち223億円は借換え）

減税補てん債借換え

介護保険への事業移行

国民年金事務の移管

特別減税

特別減税 恒久的減税 三位一体の改革

清掃事業移管

定額給付金
（H20補正、H21執行）

子ども手当支給開始

子ども手当支給開始

子ども手当支給開始

397億円
473億円

791億円

1,670億円

597億円

282億円

1,059億円 1,057億円

220億円

417億円

75億円

64億円

390億円

1,003億

社会福祉費 205億円
児童福祉費  49億円

364億円

442億円

456億円

248億円

235.6
（子ども
のため
の手当
がない場
合）

570.4
（子ども
のため
の手当
がない場
合）

基本構想審議会第３部会（H24.5.30）参考４

基本構想審議会（第2回）　資料6「財政状況資料」より



 

 

 

総合支所・世田谷保健所 
 

世田谷区民の平均寿命と65歳健康寿命 

（平成17年の市区町村別生命表より） 

 

世田谷区の平均寿命は、男性は80.6歳、女性は86.8で特別区の中でそれぞれ

4位、2位を占め、全国、都を上回る（男性は、全国の市区町村の中でも16位） 

一方、要介護認定を受ける年齢を平均的に表した65歳健康寿命（東京保健所

長会方式）は、男性は81.1歳で、女性は、82.4歳で、それぞれ特別区の中で7

位、17位を占める。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※健康寿命＝世田谷区の要支援の認定を受けるまでの状態を健康と考えた場合） 
 

 
資料 東京都福祉保健局資料 

■健康寿命の推移
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男性

健康寿命（平成 22 年）は 

男性 81.15 歳 23 区中 5 位 

女性 82.38 歳 23 区中 16 位 

基本構想審議会第３部会（H24.5.30）

参考５

基本構想審議会第３部会（第 3回） 

資料４「健康づくり施策」より 

























1

核家族世帯

出典：『東京都世帯数の予測 平成21年3月』東京都

※ただし、平成12年、平成17年は国勢調査の実測値

世田谷区の総世帯数は約40万世帯（H１７）で、そのうち単独世帯は４８％を占め、家族類型では最も比率
が高い。推計では、この比率がH37まで続くと考えられている。区の1世帯あたり人員は平均1.9人（H22.国
勢調査）で、都の平均2.0人よりも少ない。

基本構想審議会第３部会（H24.5.30）
参考７

基本構想審議会第１部会（第１回）
資料13「世田谷区の年齢別世帯類型」より



 

 

年齢階層別の人口の推移 
 高齢者人口（65 歳以上）は、団塊世代（昭和 22～24 年誕生）の高齢化等により、大幅に増加していく一方、年少人口（0～14 歳）は、

少子化の影響が顕著になっていく。また、生産年齢人口（15～64 歳）は、転入が転出を上回るため、概ね横ばい傾向と推計される。 
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平成23年 平成27年 平成32年 平成37年 平成42年 平成47年

平成23年の人数を
100とした場合の値

65歳以上

15歳～64歳

0～14歳

高齢者人口⇒30%増 
203,695 人

生産年齢人口⇒横ばい 
581,260 人

年少人口⇒25％減 
72,560 人

高齢者人口  155,357 人 
生産年齢人口 585,567 人 
年少人口   94,895 人 
合計特殊出生率 0.91（平成 22 年） 

 
※住民基本台帳人口（外国人を除く）の推計 

年齢階層別の人口の推移 

※「世田谷区将来人口の推計《速報版》」（H23.12） 

基本構想審議会第３部会（H24.5.30） 

参考８  

基本構想審議会（第 1 回） 
資料 10「世田谷区の現況説明資料」より 
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